
第2期データヘルス計画（中間評価）
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0 はじめに

■データヘルス計画中間評価の実施について

■構成（目次）

1 基本情報（STEP1-1）

2 総医療費の推移（STEP1-2）

3 一人当たりの医療費（STEP1-3）

4 生活習慣病の受診率（STEP1-4）

5 特定健診・保健指導の実施状況等（STEP1-5）

6 生活習慣病リスクと医療機関の受診状況等（STEP1-6）

7 健康分布図等（STEP1-7）

8 糖尿病の医療費（STEP1-8）

9 悪性新生物の医療費・受診者数（STEP1－9）

１０ 生活習慣の状況（STEP1－10）
１１ 精神疾患の医療費（STEP1-11）

１２ 歯科の医療費（STEP1-12）

１３ 後発医薬品の使用状況（STEP1-13）

１４ 現在の健康課題と対策の方向（STEP2）

１５ 保健事業の取組状況（STEP３)

１６ まとめ

○厚生労働省「データヘルス計画作成の手引き」（改訂版平成29年9月作成、追補版令和2年12月作成）では、健康・
医療情報を活用し、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業を運営することとされている。

〇中間評価として、健康課題をもとに、事業全体の目的・目標を振り返り、保健事業全体の方向性を改めて確認する。
保健事業の取組状況を把握し、組織を取り巻く環境も踏まえた上で、必要な箇所で、計画(令和3～5年度)の見直しを
行う。

○健康課題の把握については、平成30年3月に策定したデータヘルス計画に基づき、組合員等の健康状態について、計
画策定時と現状との比較等により、傾向の変化や現時点における課題の確認を行った。

※比較データ平成28年度データ（計画策定時）と平成30年度データ（最新状況）【一部例外あり】

○医療費及び特定健診データの分析に当たり「令和元年度 組合員・家族の健康と医療費の状況 ‐特定健診・レセプ
トデータ等の総合分析‐」を参照した。
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1 基本情報（STEP1-1 ）

年齢階級別構成員数（平成30年度）

平成30年度の組合員及び被扶養者の人数は213,431人（組合員123,226人 被扶養者90,205人）であり、平成28年度と比べ
て、組合員数は増加、被扶養者数は減少している。平均年齢は、組合員、被扶養者とも低下傾向にある。

構成員数と平均年齢の年次推移（平成28年度～30年度）

平成28年度 平成29年度 平成30年度

3



２ 総医療費の推移（STEP1-2 ）

総医療費の推移（平成28年度～30年度）

平成30年度の都共済の総医療費は３６４．３億円であり、平成２８年度（３５５億円）に比べて増加している。構成員一人
当たり医療費も医科、歯科、調剤の全てで平成28年度より増加している。

診療種類別構成員一人当たり医療費の推移（平成28年度～30年度）
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3 一人当たりの医療費（STEP1-3 ）

「新生物」、「循環器系の疾患」が特に高く、続いて「呼吸器系の疾患」が高い。平成28年度と傾向は変わらないものの、「新
生物」、「循環器系の疾患」の一人当たり医療費は平成28年度より減少している。

大分類別一人当たり医療費（組合員）平成28年度と平成30年度との比較

（平成28年度）

17,835 

0 10000 20000 30000

新生物

循環器系の疾患

呼吸器系の疾患

消化器系の疾患

筋骨格系および結合組織の疾患

尿路性器系の疾患

内分泌,栄養および代謝疾患

精神および行動の障害

損傷,中毒およびその他の外因の影響

眼および付属器の疾患

感染症および寄生虫症

神経系の疾患

皮膚および皮下組織の疾患

妊娠,分娩および産じょく

症状,徴候および異常臨床所見・異常検査所見等

血液および造血器の疾患ならびに免疫機構の障害

耳および乳様突起の疾患

先天奇形,変形および染色体異常

周産期に発生した病態

疾病大分類別 一人当たり医療費 組合員

男女合計

疾病大分類別 一人当たり医療費 全国

（15～65歳未満）

一人当たり医療費（円）

13,986

10,000 20,000 30,000

9,821

（平成30年度）
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生活習慣病の一人当たり医療費は、男性組合員で「高血圧性疾患」「糖尿病」が高い。女性組合員で「乳房の悪性新生
物」「高血圧性疾患」が高い。

生活習慣病に関わる一人当たり医療費（組合員）（平成30年度）

3 一人当たりの医療費（STEP1-3 ）

（男性）
（女性）
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4 生活習慣病の受診率（STEP1-4 ）

生活習慣病の受診率（組合員）平成28年度と平成30年度との比較

生活習慣病の受診率は30歳代から急激に増加している。平成30年度では、55～59歳の受診率が減り、60～69歳の受診率
が増加した。

0 50 100 150 200 250

00～04歳

05～09歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳以上

悪性新生物 内分泌、栄養及び代謝疾患 高血圧性疾患 脳血管疾患 虚血性心疾患

受診率
（‰）

（平成2８年度）

※受診率（‰）＝レセプト件数（件）/母数（人）×1,000

（平成30年度）
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5 特定健診・保健指導の実施状況等（STEP1-5）

平成31年度の特定健診の受診率は86.4％であり、平
成28年度より増加している。被扶養者の特定健診受
診率は組合員と比較すると低い。

特定保健指導の実施率は、平成24年度をピー
クとして減少傾向にあったが、平成31年度は
41.8％であり、平成30年度より微増した。

92.5% 93.5% 94.3% 94.8% 94.9% 95.3% 95.3%
95.5%

95.4% 96.0% 96.3%

26.6%

35.4%

40.6% 41.3%
42.4%

44.9% 45.9% 46.8% 46.9%
48.5% 49.1%

76.8%
80.0%

82.1%
82.9%83.3%

84.4% 84.8%

85.4% 85.5%

86.0% 86.4%

87.5%
90.0%

92.5%
94.0%94.7% 94.8% 95.2% 95.6% 96.0%95.5% 95.6%

32.5%
35.0%

37.5%
40.0%

51.8%

59.3%

67.0%

49.5% 52.2%

73.4%
75.8%

78.3%
80.0%

83.0% 84.0%

88.0%

90.0%

85.8%

86.6%

20%

40%

60%

80%

100%

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

特定健診の受診率（経年推移）

組合員

合計

被扶養者

35.0%

37.5%

40.0%

42.5%

45.0% 45.0%45.0% 45.0% 45.0%

45.0% 45.0% 45.0%

5.2%

30.7%

35.8%

42.9%

48.1%
46.9% 45.6%

45.3% 45.9%

42.3%
41.1%

41.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

特定保健指導の実施率（経年推移）

計画値

実施率

［特定健診の受診率］ ［特定保健指導の実施率］
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平成30年度特定保健指導の実施者の6割以上が体重減少した。体重減少者の平均変化体重はー2.1ｋｇであった。
特定保健指導実施者は、検査値の改善等により、翌年度33.2％が情報提供（指導対象外）となった。

5 特定健診・保健指導の実施状況等（STEP1-5）

60.8%39.2%

減少しない

特定保健指導実施者※の体重減少者の割合（平成30年度）

※平成３０年度に特定保健指導を受けて
最終評価で体重報告があった人 n =4,467

減少者の平均変化体重
－２．１ｋg

特定保健指導実施者の翌年度の保健指導判定(階層化）の変化(平成30年度）

ｎ=5,044

33.2%

［特定保健指導の効果］

減少した

平成30年度 平成31年度
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平成29年度特定保健指導実施者の翌年度（平成30年度）の検査値の改善状況を、積極的支援と動機付け支援で比較
した。動機付け支援よりも、支援介入の多い積極的支援で、検査数値の改善が良い結果だった。

5 特定健診・保健指導の実施状況等（STEP1-5）

-0.65

-0.22

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0

積極的支援

（N=2,097）

動機付け支援

（N=2,475）

体重
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-0.5

0

0.5

積極的支援

（N=2,097）

動機付け支援

（N=2,475）

収縮期血圧
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-0.90

0.08

-1.00

-0.80

-0.60

-0.40

-0.20

0.00

0.20

積極的支援

（N=2,097）

動機付け支援

（N=2,475）

拡張期血圧
(mmHg)

-22.08
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-25

-20

-15

-10

-5
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積極的支援

（N=2,097）

動機付け支援

（N=2,475）

中性脂肪

(mg/dL)

1.62

0.44

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

積極的支援

（N=2,097）

動機付け支援

（N=2,475）

HDL
(mg/dL)

-0.031

0.002

-0.035

-0.03

-0.025

-0.02

-0.015

-0.01

-0.005

0

0.005

積極的支援

（N=2,097）

動機付け支援

（N=2,475）

HbA1c

(%)

平成29年度特定保健指導による特定健診の検査値への改善効果(検査項目別）
［特定保健指導の効果］
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5 特定健診・保健指導の実施状況等（STEP1-5）

平成29年度特定保健指導終了者の翌年度（平成30年度）の検査値の改善状況を年代別で比較したところ、体重以
外の項目で、40～44歳で最も検査数値の改善が認められた。
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平成29年度特定保健指導による特定健診の検査値への改善効果(年代別）

［特定保健指導の効果］
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5 特定健診・保健指導の実施状況等（STEP1-5）

平成31年度の特定保健指導対象者率は平成20年
度と比べ減少しているが、平成28年度以降微増傾
向である。

特定保健指導対象者の減少率は、平成24年度

をピークに減少していたが、ここ数年横ばいであ
る。

特定保健指導の対象者率 経年推移 特定保健指導対象者の減少率 経年推移

（％）
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17.5 17.6

17.9

15
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［特定保健指導の効果］
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メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合は、平成20年度より減少しているものの、平成28年度以降微増傾向で
ある。

12.5 12.5 13.1 12.6 11.8 11.6 11.9 11.8 12.1 12.0 12.3 

11.6 11.8 10.9 11.1 
10.8 11.0 10.7 10.5 10.4 10.8 11.2 

24.1 24.3 24.0 23.7
22.6 22.6 22.6 22.3 22.5 22.8 23.5
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該当者 予備群

メタボリックシンドローム該当者および予備群の年次推移
【全体】(%)

18.7 18.6 19.4 19.1 17.8 17.4 18.1 17.8 18.1 18.0 18.6 

16.7 16.9 15.9 16.3 
15.8 16.2 15.6 15.4 15.2 15.6 16.0 

35.4 35.5 35.3 35.4
33.6 33.6 33.7 33.2 33.3 33.6 34.6
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メタボリックシンドローム該当者および予備群の年次推移

【男性】(%)

4.3 4.5 5.0 4.7 4.5 3.9 4.0 4.1 4.4 4.4 4.4 

4.9 4.9 4.7 4.7 4.9 4.1 4.1 4.2 4.2 4.5 4.7 

9.2 9.4 9.7 9.4 9.4 8.1 8.1 8.3 8.6 8.9 9.1
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40

20年度21年度22年度23年度24年度25年度26年度27年度28年度29年度30年度

該当者 予備群

メタボリックシンドローム該当者および予備群の年次推移
【女性】(%)

5 特定健診・保健指導の実施状況等（STEP1-5）
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6 生活習慣病リスクと医療機関の受診状況等（STEP1-6）

受診勧奨（主治医に相談）対象者（2.1%） 受診勧奨対象者（6.3%）

コントロール不良の可能性(6.6%）

3,805

割合割合

高血圧レセあり

３疾患レセあり

32,555該当者数

該当者数該当者数

高血圧レセなし

16,323該当者数 16,232該当者数

0.4%

1.4%

4.8%

3,663

3,700

1,118

314

Ⅱ度高血圧

Ⅲ度高血圧

正常血圧

正常高値

Ⅰ度高血圧

2,188

538

1,361

202

1.8%

3.0%

15.9%12,379

0.2%

1.1%

4.9%

7.7%

44.1%

30

7,437

868

194

34,263

5,9624.7%

9.6%

血圧分類

2,351

割合割合

0.7%

2.8%

11.4%

15.4%

69.6%

0.0%

0.3%

該当者数

54,079

11,976

8,866

該当者数

45,092該当者数

61.5%38.5%

血圧測定実施

77,647該当者

３疾患レセなし

血圧の基準

収縮期血圧 拡張期血圧

正常血圧 130未満 かつ 85未満

正常高値 130～139 または 85～89

Ⅰ度高血圧 140～159 または 90～99

Ⅱ度高血圧 160～179 または 100～109

Ⅲ度高血圧 180以上 または 110以上

単位：mmHg

受診勧奨（主治医に相談）対象者（0.1%) 受診勧奨対象者（0.6%)

コントロール不良の可能性（1.5%)

３疾患レセあり ３疾患レセなし

HbA1c実施

該当者 77,572

41.8% 58.2%

該当者数 32,454 該当者数 45,118

糖尿病レセなし 糖尿病レセあり

6.6% 16,852

該当者数 11,232 該当者数 21,222

該当者数 割合 該当者数 割合 該当者数 割合

5.1以下 8,559 11.0% 1,150 1.5% 1,546 2.0% 5,863 7.6%

HbA1c区分 該当者数 割合

21.7%

5.5～5.9 34,311 44.2% 5,544 7.1% 8,861 11.4% 19,906 25.7%

5.2～5.4 25,558 32.9% 3,606 4.6% 5,100

3.6% 1,929 2.5%

6.5～6.9 1,449 1.9% 82 0.1% 1,181 1.5%

6.0～6.4 5,527 7.1% 820 1.1% 2,778

186 0.2%

7.0以上 2168 2.8% 30 0.0% 1,126 1.5% 244 0.3%

(630) (0.8%) (138) (0.2%)(再掲)8.0以上 774 (1.0%) (6) (0.0%)

血圧、血糖（HbA1c）の検査結果から、受診勧奨判定値以上でも医療機関への受診がない人が一定数存在する。血圧受
診勧奨者(赤枠）では平成28年度と比較し0.3ポイント減少、血糖受診勧奨者（赤枠）は0.1ポイント減少している。

生活習慣病・健診レベル判定と医療機関受診状況
（平成30年度）

リスクフローチャート（組合員）
（平成30年度）

【糖尿病】

【脳卒中/心疾患】
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7 健康分布図等（STEP1-7)

40.5

39.3

30.1

29.9

25.6

26.4

3.7

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都共済

(N=78,396)

全国

正常範囲内 保健指導判定 受診推奨判定値 都共済ハイリスク値

判定別有所見者の割合 全国との比較(平成29年度)
【脂質異常】

(%)

63.8

68.7

32.1

26.2

4.1

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都共済

(N=78,370)

全国

正常範囲内 保健指導判定 受診推奨判定値

判定別有所見者の割合 全国との比較(平成29年度)
【高血糖】

(%)

70.6

66.7

14.6

16.0

11.5

13.2

3.3

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都共済

(N=78,438)

全国

正常範囲内 保健指導判定

判定別有所見者の割合 全国との比較(平成29年度)
【高血圧】

(%)

5,392人

(6.9%)

8,628人

(11.1%)
2,314人

(3.0%)

2,512人

(3.2%)12,086人

(15.6%)

8,405人

(10.8%)

17,840人

(23.0%)

6,254人

(8.1%)

12,639人

(16.3%)

1,554人 (2.0%)

非肥満 50,271人 (64.8%) 肥満 27,353人 (35.2%)

肥満者・非肥満者のリスク分布 (平成30年度)

正常

保健指導判定値以上

受診推奨判定値以上

都共催ハイリスク値

以上
服薬者

非肥満のリスク保持者41.5% 肥満のリスク保持 22.1%

血圧検査、脂質検査、血糖検査において有所見者割合を比較すると、血糖検査で保健指導判定値以上に該当する人が全国
より多い。

全国データ：健康保険組合連合会「健診検査値からみた加入者（40～74歳）の健康状態に関する調査分析」
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8 糖尿病の医療費（STEP1-8）

生活習慣病の重症化と医療費・糖尿病（構成員）（平成30年度）

糖尿病が重症化し、インスリン療法や人工透析が必要な状態になると、一人当たり医療費が高くなり、総医療費を
押し上げる要因となる。 16



9 悪性新生物の医療費・受診者数（STEP1-9）

医療費に占める生活習慣病の割合（構成員）（平成30年度）

部位別の悪性新生物の受診者数（平成30年度）

悪性新生物は医療費全体の9.0％を占め、生活習慣病5分野の中で最も医療費が高い。部位別で見ると、乳房の

悪性新生物の受診者数が最も多く、次いで大腸、胃の悪性新生物の受診者が多い。

（人）
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10 生活習慣の状況（STEP1-10）

身体活動

日常生活において
歩行又は同等の活
動を1日1時間以上
実施している者の割
合

運動習慣

1日30分以上の軽く
汗をかく運動を週2
日以上、1年以上実
施している者の割合

食習慣

夕食後に間食（3食
以外の食事）をとる
ことが週に3回以上
ある者の割合

朝食を抜くことが週
に3回以上ある者の
割合

日常生活において歩行
又は同等の活動を1日1

時間以上実施している
者の割合について、女
性は増加傾向が続いて
いる。男性は平成28年
度以降増加傾向にある。

運動習慣のある者の割
合はこの3年間で微増
傾向である。平成30年
度は全体で27.4％で
あったが、3割に満たな
い状況である。

食習慣において、夕食
後に間食をとる者の割
合は、この3年間で増加
傾向にあり、平成29年
度は全体で15.3％で
あった。

朝食欠食者の割合はこ
の2年間で減少傾向に
ある。
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7 生活習慣の状況（STEP1-10）

喫煙 喫煙率

飲酒
毎日お酒を飲む者
の割合

睡眠
睡眠で十分休養が
取れている者の割
合

行動変容

運動や食生活等の
生活習慣の改善に
取り組んでいる者
の割合

喫煙率は年々減少して
おり、平成30年度は全
体で15.9％であった。

毎日飲酒をする者の割
合は年々減少傾向であ
り、平成30年度は全体
で18.1％であった。

睡眠で十分休養が取れ
ている者の割合は、平
成30年度51.0％であり
増加している。

運動や食習慣等の生活
習慣の改善に取り組ん
でいる者の割合は、この
2年間で減少傾向にあり、
平成30年度は全体で
24.9％であった。
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11 精神疾患の医療費（STEP1-11）

総医療費に占める精神及び行動の障害・神経系の疾患の割合（構成員）
（平成28～30年度）

平成30年度の総医療費のうち、神経・精神疾患に係る医療費の割合（赤枠）は計８．８％であり、呼吸器系疾患、新生物、循環
器系疾患の次に多い。疾患別にみると、その他の神経系の疾患のうち睡眠障害のみ、神経症性障害、ストレス関連障害及び
身体表現性障害、気分［感情］障害が多い。精神疾患の受診者は平成30年度では40～50代が多い。

精神疾患(中分類)の受診者の推移(構成員)（平成28～30年度）

年齢階級別精神疾患に係る医療費と受診率(構成員)（平成28～30年度）

20



12 歯科の医療費（STEP1-12）

年齢階級別疾病別の歯科医療費（構成員）（平成30年度）総医療費の推移（平成28年度～30年度）

歯科の総医療費は平成30年度41.5億円（総医療費の約11.4％）であり、平成28年度に比べ微増傾向である。年齢階級別でみ
ると、5歳から9歳でう蝕（虫歯）の医療費が高く、年齢階級が上がるごとに低くなり、40歳以上で再び高くなる。全ての年齢階級
において、歯肉炎及び歯周疾患の歯科医療費が最も多くを占めている。

21



13 後発医薬品の使用状況（STEP1-13）

ジェネリック医薬品の使用割合の経年変化（数量ベース）
（平成28～30年度）

（２）全国

（１）都共済（構成員）

ジェネリック医薬品の使用割合（数量シェア、調剤、新指標）年次推移
（構成員）

後発医薬品使用割合は平成30年度74.4％と年々増加している。年齢階級別でみても着実に増加しているが、全国の後発品
使用割合と比較すると1.5ポイント低い。
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基本分析による現状把握から見える主な健康課題） 対策の方向性）

生活習慣病の一人当たり医療費は、男性組合員で「高血圧性疾患」
「糖尿病」が高い。 女性組合員で「乳房の悪性新生物」「高血圧性疾
患」が高い。

生活習慣病の受診率は30歳代から急激に増加している。平成30年
度では、55～59歳の受診率が減り、60～69歳の受診率が増加した。

14 現在の健康課題と対策の方向（STEP2）

特定保健指導の実施率は、平成24年度をピークとして減少傾向に
あったが、平成31年度は41.3％であり、平成30年度より微増した。

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合は、平成20年度よ
り減少しているものの、平成28年度以降微増傾向である。

・「呼吸器系の疾患」の中分類をみると、「喘息」「アレルギー性鼻
炎」「その他の急性上気道感染症」、インフルエンザを含む「その他
の呼吸器系の疾患」の医療費が高いことから、かぜ等の急性上気
道感染症の予防、インフルエンザの予防接種の啓発及び実施を推
進していく。

・「新生物」の中分類をみると、「乳房の悪性新生物」「大腸の悪性
新生物」が高い。人間ドックの活用や、職場のがん検診の受診促進
の啓発によるがんの早期発見・早期治療を促す。

・大分類の「循環器系の疾患」、中分類の「高血圧性疾患」「糖尿
病」は予防対策が可能な疾患であり、保健事業の介入効果が最も
期待できる疾患である。特定健診・特定保健指導を主軸とした生活
習慣病対策を推進していく。

平成29年度特定保健指導終了者の翌年度（平成30年度）の検査
値の改善状況を年代別で比較したところ、体重以外の項目で、40
～44歳で最も検査数値の改善が認められた。

・被扶養者の特定健診受診率向上のため、広報やインセンティブの
充実を図る。

・特定保健指導に関しては、事業主の協力のもと、組合員が勤務先
で受けられるよう、保健指導機関が事業所に訪問して実施する「訪
問型保健指導」の実施率が良いため、引き続き、事業所での保健
指導を実施していく。また、ICTによる特定保健指導の拡大や、利用
率の向上を図るため、事業主と連携して広報の強化を図る。

・特定保健指導の実施率を高めるとともに、若年時から生活習慣病
等に係る意識啓発を事業主と協働で図り、40歳からの特定保健指
導対象への流入を防ぐ。

「新生物」、「循環器系の疾患」が特に高く、続いて「呼吸器系の疾患」
が高い。平成28年度と傾向は変わらないものの、「新生物」、「循環器
系の疾患」の一人当たり医療費は平成28年度より減少している。

平成31年度の特定保健指導対象者率は平成20年度と比べ減少し
ているが、平成28年度以降微増傾向である。

平成31年度の特定健診の受診率は86.4％であり、平成28年度より増
加している。被扶養者の特定健診受診率は組合員と比較すると低い。
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・人間ドック、特に女性ドックの活用により、がんの早期発見・早期
治療を促すとともに、任命権者連絡会等を活用し、がん予防に関
する情報提供の強化を図る。

・喫煙は、がんに大きく寄与する因子の１つであることから、禁煙に
関する啓発や、情報提供を強化するとともに、禁煙外来の受診促
進、禁煙講習会などにより、禁煙支援を実施していく。

・健康寿命の延伸のためには、一人ひとりが生涯にわたる健康習
慣を身につけることが重要である。広報誌や任命権者連絡会等を
活用した情報提供の強化、新たな健康情報サイトの導入、福祉事
業の充実を図るカフェテリアプランの検討、感染症の拡大防止に配
慮しながら、専門講師派遣、ビデオオンデマンドサービスを活用し
た情報発信、スポーツクラブ利用助成等、組合員とその家族が、
日常的にスポーツに親しみ、気軽に運動に取り組める事業を実施
していく。

平成28年度から平成30年度の生活習慣の経年変化を見ると、日常
生活において歩行又は同等の活動を1日1時間以上実施している者
の割合は、増加傾向にある。
運動習慣のある者の割合はこの3年間で微増傾向である。平成30年
度は27.4％であったが、3割に満たない状況である。
喫煙率は年々減少しており、平成30年度は全体で15.9％であった。
毎日飲酒をする者の割合は年々減少傾向であり、平成30年度は全
体で18.1％であった。
睡眠で十分休養が取れている者の割合は、平成30年度51.0％であ
り増加している。

14 現在の健康課題と対策の方向（STEP2）

基本分析による現状把握から見える主な健康課題） 対策の方向性）

血圧検査、脂質検査、血糖検査において有所見者割合を比較する
と、血糖検査で保健指導判定値以上に該当する人が全国より多い。

糖尿病が重症化し、インスリン療法や人工透析が必要な状態にな
ると、一人当たり医療費が高くなり、総医療費を押し上げる要因と
なる。

血圧、血糖（HbA1c）の検査結果から、受診勧奨判定値以上でも医療

機関への受診がない人が一定数存在する。血圧受診勧奨者では平
成28年度と比較し0.3ポイント減少、血糖受診勧奨者は0.1ポイント減
少している。

・広報や特定健診結果通知書、WEBを用いた健康情報サイト等を
活用して、早期治療の重要性を引き続き啓発していく。

・糖尿病は放置すると、様々な合併症を引き起こすため、特定保健
指導の推進、共済だより等による組合員及び被扶養者へ情報提供
の強化、職場への専門講師派遣、シティホール診療所との連携等
により、糖尿病の発症予防及び重症化予防に取り組む。

・後期高齢者支援金減算制度の見直しを踏まえ、糖尿病性腎症等
重症化予防の取組を検討する。

悪性新生物は医療費全体の9.0％を占め、生活習慣病5分野の中で
最も医療費が高い。部位別では、乳房の悪性新生物の受診者数が
最も高い。

24



・後発医薬品の希望カード、シール等の配布、後発医薬品差額
通知の実施により、後発医薬品への切替え促進を図っていく。

14 現在の健康課題と対策の方向（STEP2）

基本分析による現状把握から見える主な健康課題） 対策の方向性）

平成30年度の総医療費のうち、神経・精神疾患に係る医療費の割
合は計８．８％であり、呼吸器系疾患、新生物、循環器系疾患の次
に多い。疾患別にみると、その他の神経系の疾患のうち睡眠障害の
み、神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害、気分
［感情］障害が多い。精神疾患の受診者は平成30年度では40～50
代が多い。

歯科の総医療費は平成30年度41.5億円（総医療費の約11.4％）で
あり、平成28年度に比べ微増傾向である。年齢階級別でみると、5
歳から9歳でう蝕（虫歯）の医療費が高く、年齢階級が上がるごとに
低くなり、40歳以上で再び高くなる。全ての年齢階級において、歯肉
炎及び歯周疾患の歯科医療費が最も多くを占めている。

後発医薬品使用割合は平成30年度74.4％と年々増加している。年

齢階級別でみても着実に増加しているが、全国の後発医薬品使用
割合と比較すると、1.5ポイント低い。

・各職場の安全衛生、人事担当者、管理監督者等を対象に産業
精神保健等の専門家を講師とするメンタルヘルス対策講習会を
引き続き開催していく。
・ストレスチェックの結果を用いた職場の集団分析を行い、その
活用の仕方を指導する「職場の環境改善セミナー」の実施により、
職員のメンタルヘルスの増進を図る。

・広報により、歯科口腔ケアの情報提供の強化を図ると共に、感
染症の拡大防止に配慮しながら、組合員に向けて各職場で開催
される講習会に専門講師を派遣する「専門講師派遣事業」にお
いて「歯と口のセミナー」を充実させ、健康意識の向上を図る。
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15 保健事業の取組状況（STEP3）

注１） １．健康診査 ２．健康診査後の通知 ３．保健指導 ４．健康教育 ５．健康相談 ６．訪問指導 ７．その他 注 ２） １．共済組合 ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用 ３．共済組合と事業主との共同事業

令和３年度　

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画

職場環境の整備

医
療
費

適
正
化

7 医療費分析

医療費の増加対策や疾病予
防に向けた効果的な保健事
業を行うための基礎資料とす
るため、医療費や健診等の
データを用いた分析を実施す
る。

1

・全事業主(任命権者)への
結果
  配付
・概要の公表

・事業主の健康状況の把
握
・医療費の節減

「基礎分析」のほか、医療費
抑制の観点から効果的なテー
マを選び分析を実施する。

・前年度の分析結果について
各任命権者に結果を送付する
とともに、共済だより7月号及
び9月号に概要を掲載
・30年度は基礎分析のほか、
歯科医療費について分析を実
施

「基礎分析」のほか、レセプト
データと特定健診データ等を
組み合わせた「総合分析」を
実施する。

・前年度の分析結果について
各任命権者に結果を送付する
とともに、共済だより9月号に
概要を掲載
・元年度は、基礎分析のほ
か、特定健診データ等を組み
合わせた「総合分析」を実施

「基礎分析」のほか、医療費
抑制の観点から効果的なテー
マを選び分析を実施する。

・前年度の分析結果について
各任命権者に結果を送付する
とともに、共済だより９月号及
び１１月号に概要を掲載した。

「基礎分析」のほか、レセプト
データと特定健診データ等を
組み合わせた「総合分析」を
実施する。

「基礎分析」の
ほか、医療費抑
制の観点から効
果的なテーマを
選び分析を実施
する。

「基礎分析」の
ほか、レセプト
データと特定健
診データ等を組
み合わせた「総
合分析」を実施
する。

7
健康状況報告書
（特定健診データ）

事業主ごとの特定健診受診職
員の健康状況の特徴を当該
事業主と共有し、必要な健康
対策に役立ててもらうとともに
協力・連携を図る。

1
全ての事業主への健康状
況
報告書の提供及び説明

事業主の健康状況の把握

事業主ごとに健診データに基
づく分析を行い、都共済全体と
の比較を行うなど、事業主に
情報提供を行う。

・事業主（任命権者）ごとに健
診データに基づく分析を行い、
都共済全体との比較を行うな
ど、事業主に情報提供を実
施。（39事業主）
　・28任命権者（23区及び知事
部、水道、下水道、交通、消防
庁）
・知事部については、さらにぶ
ら下がり局10事業主データを
提供

事業主ごとに健診データに基
づく分析を行い、都共済全体と
の比較を行うなど、事業主に
情報提供を行う。

・事業主（任命権者）ごとに健
診データに基づく分析を行い、
都共済全体との比較を行うな
ど、事業主に情報提供を30事
業主に実施。
・30 事業主の内訳（23区及び
知事部局、水道局、下水道局
、交通局、東京消防庁、特別
区人事・厚生事務組合、東京
都23区清掃一部事務組合、
東京都後期高齢者医療広域
連合）

事業主ごとに健診データに基
づく分析を行い、都共済全体と
の比較を行うなど、事業主に
情報提供を行う。

・事業主（任命権者）ごとに健
診データに基づく分析を行い、
都共済全体との比較を行うな
ど、事業主に情報提供を31事
業主に実施
・31 事業主の内訳（23区及び
知事部局、水道局、下水道局
、交通局、東京消防庁、特別
区人事・厚生事務組合、東京
都23区清掃一部事務組合、東
京都後期高齢者医療広域連
合）

事業主ごとに健診データに基
づく分析を行い、都共済全体と
の比較を行うなど、事業主に
情報提供を行う。

継続 継続

7 任命権者連絡会

健康づくりの取組の充実を図
るため、事業主の安全衛生・
健康管理担当者への情報提
供や情報交換を行う連絡会を
開催

1
出席者への情報提供の実
施

健康づくりの必要性や事業
主
の取組状況の理解

国や都の健康増進関連施策
の動向等に応じ、年数回開催

・会議を3回実施
　7月…生活習慣病関連
　11月…メンタルヘルス関連
　2月…がん関連

国や都の健康増進関連施策
の動向等に応じ、年数回開催
加えてHPを活用した実施内容
に関する情報提供を実施

・会議を2回実施
　7月…糖尿病関連
　10月…メンタルヘルス関連
共済だより等を活用し広く情
報提供

国や都の健康増進関連施策
の動向等に応じ、年数回開催
加えてHPを活用した実施内容
に関する情報提供を実施

・データヘルス計画の中間評
価に当たり、任命権者の基本
情報及び健康づくりの取組状
況等を調査し、結果を任命権
者と共有した。

国や都の健康増進関連施策
の動向等に応じ、年数回開催
加えてHPを活用した実施内容
に関する情報提供を実施
（コロナの感染状況によって
はオンラインでの開催を視野）

継続 継続

加入者への意識づけ

実施状況 今後の計画

事業廃止

・累計利用率14.0％（組合員
16.1％、被扶養者6.5％）
・バーチャルの健康イベントを
年間3回開催（ラジオ体操キャ
ンペーン/オリンピック・パラリ
ンピック準備局との連携、
ウォーキング＆体重測定45日
チャレンジ、ヘルスアップ30日
チャレンジ）
・利用促進のため参加者交流
掲示板を年間9回開設、ポイン
トプログラム商品の入替え（4
月）、ポイント交換キャンペー
ンの開催(3月）
・新規採用者向けに年2回ID・
パスワードを発行（7月/1月）
【平成30年12月末時点】

区分

注1)

事
業
分
類

事業名 事業の目的および概要

注2)

 実
施
 主
体

令和元年度（平成31年度）
令和４年度 平成５年度

目標（達成時期：令和５年度末）

（特定健診結果の個別通知）
　Webや紙による特定健診結
果通知と合わせて個別の健康
リスク情報提供を行う。

（Webによる健康情報提供
サービス）
・健康づくりのためのモチベー
ション向上を図るため、健康状
態や健康づくりへの取組を評
価する健康ポイントプログラム
の内容をさらに充実させる。
・職場や家族での一体的な取
組を促進するため、職場単位
での各種イベント開催などを行
う。

1

令和２年度

ー

アウトプット アウトカム
平成30年度

・自らの健康状況・生活習
慣
  改善の必要性の理解

・利用者の健康に対する意
識
  向上

（特定健診結果の個別通知）
　Webや紙による特定健診結
果通知と合わせて個別の健康
リスク情報提供を行う。

（Webによる健康情報提供
サービス）
・健康づくりのためのモチベー
ション向上を図るため、健康状
態や健康づくりへの取組を評
価する健康ポイントプログラム
の内容をさらに充実させる。
・職場や家族での一体的な取
組を促進するため、職場単位
での各種イベント開催などを行
う。

（特定健診結果の個別通知）
　Webや紙による特定健診結
果通知と合わせて個別の健康
リスク情報提供を行う。

（Webによる健康情報提供
サービス）
・健康づくりのためのモチベー
ション向上を図るため、健康状
態や健康づくりへの取組を評
価する健康ポイントプログラム
の内容をさらに充実させる。
・職場や家族での一体的な取
組を促進するため、職場単位
での各種イベント開催などを行
う。

・特定健診受診者へ結果
通知に  よる情報提供

・Webによる健康情報提供
サー
  ビスの利用の促進

健
康
づ
く
り
・
疾
病
予
防
支
援

健
康
づ
く
り
・
疾
病
予
防
支
援

2
7

個別的情報提供
（健康情報提供サービ
ス）

加入者の健康意識を高め、自
発的な健康の維持・改善行動
を促す目的で本人の健診デー
タに基づく個別性を重視した
情報提供をＷｅｂ媒体と紙媒
体を組み合わせて実施

・累計利用率3.0％（組合員
3.5％、被扶養者1.3％）
・バーチャルの健康イベントを
年間2回開催（ラジオ体操キャ
ンペーン/オリンピック・パラリ
ンピック準備局との連携、
ウォーキング＆体重測定45日
チャレンジ）
・健康に関するクイズイベント
を年間３回実施
・ポイントプログラム商品の入
替え（5月）
ポイント交換キャンペーンの開
催(2月から3月）
【令和3年1月末時点】

・累計利用率2.6％（組合員
3.0％、被扶養者1.0％）
・バーチャルの健康イベントを
年間3回開催（ラジオ体操キャ
ンペーン/オリンピック・パラリ
ンピック準備局との連携、
ウォーキング＆体重測定45日
チャレンジ、ヘルスアップ30日
チャレンジ）
・リニューアルに伴うポイントプ
ログラム商品の入替え（4
月）、ポイント交換キャンペー
ンの開催(2月から3月）
・新規採用者向けに年2回ID・
パスワードを発行（7月/3月）
【令和2年1月末時点】

（特定健診結果の個別通知）
　Webや紙による特定健診結
果通知と合わせて個別の健康
リスク情報提供を行う。

（Webによる健康情報提供
サービス）
・健康づくりのためのモチベー
ション向上を図るため、健康状
態や健康づくりへの取組を評
価する健康ポイントプログラム
の内容をさらに充実させる。
・職場や家族での一体的な取
組を促進するため、職場単位
での各種イベント開催などを行
う。
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注１） １．健康診査 ２．健康診査後の通知 ３．保健指導 ４．健康教育 ５．健康相談 ６．訪問指導 ７．その他 注 ２） １．共済組合 ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用 ３．共済組合と事業主との共同事業

15 保健事業の取組状況（STEP3）

令和３年度　

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画

実施状況 今後の計画

区分

注1)

事
業
分
類

事業名 事業の目的および概要

注2)

 実
施
 主
体

令和元年度（平成31年度）
令和４年度 平成５年度

目標（達成時期：令和５年度末）

令和２年度
アウトプット アウトカム

平成30年度

個別の事業

1
特定健診
（組合員）

法定事業。メタボリックシンド
ロームに着目した健康状況の
把握及びリスク者のスクリー
ニング。受診率向上を図る。

2 健診実施の促進（実施率97%）

受診者の健康改善・維持
（特定保健指導の対象者
率
  減少）

事業主と引き続き連携・協力
する。

・実施率96.0％
事業主と引き続き連携・協力
する。

・実施率96.3％
事業主と引き続き連携・協力
する。

・実施率75.2％
【令和3年1月末時点】
新型コロナウィルス感染症の
影響により実施率減

事業主と引き続き連携・協力
する。

継続 継続

1
特定健診
（被扶養者）

法定事業。メタボリックシンド
ロームに着目した健康状況の
把握及びリスク者のスクリー
ニング。受診率向上を図る。

1 健診実施の促進（実施率63%）

受診者の健康改善・維持
（特定保健指導の対象者
率
  減少）

健診受診率の向上に向けて、
広報やインセンティブの充実を
図る。

・実施率48.5％
・受診率の向上に向けて、イン
センティブを実施。
（発送商品：活動量計20名、東
京2020オリンピックエンブレ
トートバッグ20名、500円分プリ
ペイドカード60名）
・パート先等健診結果送付者
に謝礼の発送を実施。
（発送商品：500円分プリペイド
カード）

健診受診率の向上に向けて、
広報やインセンティブの充実を
図る。

・実施率49.1％
・受診率の向上に向けて、イン
センティブを実施。
（発送商品：アジュール竹芝食
事券60組120名、東京2020オ
リンピックエンブレトートバッグ
30名、500円分プリペイドカー
ド100名）
・パート先等健診結果送付者
に謝礼の発送を実施。
（発送商品：500円分プリペイド
カード）

健診受診率の向上に向けて、
広報やインセンティブの充実を
図る。

・実施率22.2％
・受診率の向上に向けて、イン
センティブを実施。
（発送商品：箱根路開雲ペア
宿泊券20組40名、500円分ク
オカード210名）
・パート先等健診結果送付者
に謝礼の発送を実施
（発送商品：500円分プリペイド
カード）
【令和3年1月末時点】

健診受診率の向上に向けて、
広報やインセンティブの充実を
図る。

継続 継続

特
定
保
健

指
導

3 特定保健指導
法定事業。メタボリックシンド
ロームの減少を目的に保健指
導を実施。

1 実施の促進（実施率45%）

実施者の健康改善・維持
（特定保健指導の対象者
率
  減少）

事業主と引き続き連携・協力
し、組合員の勤務先での「訪
問型保健指導」を維持拡大す
る。

・最終評価修了者報告41.1％

事業主と引き続き連携・協力
し、組合員の勤務先での「訪
問型保健指導」を維持拡大す
る。

・最終評価修了者報告41.8％

事業主と引き続き連携・協力
し、組合員の勤務先での「訪
問型保健指導」を維持拡大す
る。

・初回面接参加者　実施率
25.8％
H3１年度健診分【令和２年12
月末時点】

事業主と引き続き連携・協力
し、組合員の勤務先での「訪
問型保健指導」を維持する。

継続 継続

広
報

7 広報誌発行
組合員とその家族に対する情
報媒体として活用

1
組合員及びその家族が興
味を持って読める広報誌の
作成

組合員及び家族の積極的
な
健康づくりの取組向上

アンケート等で組合員の意向
を把握しつつ、各担当と調整し
て広報誌に関連記事の掲載を
行う。

・広報アンケート実施（2回）
・広報誌発行（年6回）

アンケート等で組合員の意向
を把握しつつ、各担当と調整し
て広報誌に関連記事の掲載を
行う。

・広報誌発行（年6回）
・東京2020大会を契機として
「スポーツを通して健康を考え
る」をテーマに健康普及啓発
記事を巻頭特集で連載

アンケート等で組合員の意向
を把握しつつ、各担当と調整し
て関連記事の掲載を行う。

・広報アンケート実施（1回）
・広報誌発行（年6回）
・「人生100年時代を生きる」を
テーマに組合員の健康づくり
に貢献する健康普及啓発記
事を巻頭特集で連載

アンケート等で組合員の意向
を把握しつつ、各担当と調整し
て関連記事の掲載を行う。

継続 継続

4 専門講師派遣

希望する事業所の講習会等
へ講師を派遣することで、任
命権者が行う健康教育を支援
する。講習内容は、運動、食
事、メンタルヘルス、口腔、禁
煙など。

3
年間300回程度の教室開
催

・生活習慣の改善による生
活習慣病等予防
・喫煙率の減少

健康課題を踏まえ、糖尿病、
睡眠、がんの１次予防に関す
る講座の新設、禁煙推進も含
めた「歯と口の健康セミナー」
の充実等を図る。

・講座新設11、リニューアル2
・開催回数344件（15%増加）
・任命権者への訪問などPR活
動を実施

健康課題を踏まえ、糖尿病、
睡眠、がんの１次予防に関す
る講座の新設、禁煙推進も含
めた「歯と口の健康セミナー」
の充実等を図る

・講座新設2、さらに充実4
・開催回数349件
・任命権者訪問、共済だより
記事掲載などPR活動を実施

健康課題を踏まえ、糖尿病、
睡眠、がんの１次予防に関す
る講座の新設、禁煙推進も含
めた「歯と口の健康セミナー」
の充実等を図る。

・緊急事態宣言期間等の解除
期間中について、コロナ感染
予防対策を実施の上、教室を
開催。
・講座新設6、さらに充実3（前
年度廃止7）
・開催回数91件（2月末現在）
・対面での教室開催に代わ
り、共済だより・都共済HPを活
用し健康情報を発信
（コロナ禍での健康づくり・健
活ナビ）など）

・コロナの感染予防対策を
行った上で、コロナ禍における
健康課題を踏まえた健康教室
を実施。
・対面での教室開催に代わ
り、都共済HP等を活用した情
報発信も実施。
・職場のオンライン環境等の
実態を把握し、対面式だけで
なく動画・オンライン等、最適
な実施方法を検討する。

・職場のオンラ
イン環境等の実
態を踏まえ、開
催方法について
順次見直しを行
う。
・コロナ等にお
ける健康課題を
踏まえた健康づ
くりを実施する。

継続

7
ビデオオンデマンド
（動画配信）サービス
を活用した情報発信

働き世代の健康課題やコロナ
禍での健康影響を踏まえた健
康づくりの動画をオンデマンド
配信することで、組合員等の
習慣的・継続的な健康づくりを
支援する。

1 視聴回数　30,000回/月
運動習慣のある者
（特定健診結果）
男性　40％、女性　25％

ー ー ー ー ー ー

・運動動画のオンデマンド配
信を開始する。
・視聴回数、利用状況等を把
握する。
・オンデマンド配信が可能な健
康づくりに関するテーマを情報
収集するほか、組合員や職場
のニーズを把握する。

・健康づくりに関
するオンデマン
ド配信を行う。

継続

7
スポーツクラブ利用助
成

運動習慣づくりを支援するた
め、施設利用料金の一部を助
成。

1 利用促進 運動習慣のある者の増加

・未利用者向けキャンペーン
の実施、助成金を継続実施
し、利用促進を図る。
・パーソナルトレーナーによる
個別指導プログラムとして「ス
ポーツクラブパーソナルチケッ
ト」を実施。

・通常利用助成実績（平成30
年12月末時点）
160,815人
・パーソナルチケット利用助成
実績（平成30年度末時点）
372人

・未利用者向けキャンペーン
の実施、助成金を継続実施
し、利用促進を図る。
・パーソナルトレーナーによる
個別指導プログラムとして「ス
ポーツクラブパーソナルチケッ
ト」を実施。

・通常利用助成実績（令和元
年12月末時点）
171,201人
・パーソナルチケット利用助成
実績（令和元年度末時点）
271人

・未利用者向けキャンペーン
の実施、助成金を継続実施
し、利用促進を図る。
・パーソナルトレーナーによる
個別指導プログラムとして「ス
ポーツクラブパーソナルチケッ
ト」を実施。

・通常利用助成実績（令和２
年12月末時点）
89,068人
・パーソナルチケット利用助成
実績（令和２年12月末時点）
35人

・未利用者向けキャンペーン
の実施、助成金を継続実施
し、利用促進を図る。
・パーソナルトレーナーによる
個別指導プログラムとして「ス
ポーツクラブパーソナルチケッ
ト」を実施。

スポーツクラブ
利用助成は継
続
パーソナルチ
ケットは廃止

継続

4
若年層に対する生活
習慣病予防対策

若年層への生活習慣病予防
対策として、新規採用職員及
び35歳職員に向けたパンフ
レットを作成・配布する。

3
パンフレットの配布（2回/
年）

対象者の健康に対する意
識
向上

掲載内容の見直しを行いなが
ら、パンフレットの配布を行う。

・35歳向けパンフレット作成
　2,800部
・新採向けパンフレット作成
　6,000部

掲載内容の見直しを行いなが
ら、パンフレットの配布を行う。

・35歳向けパンフレット作成
　2,900部
・新採向けパンフレット作成
　6,400部

掲載内容の見直しを行いなが
ら、パンフレットの配布を行う。

・35歳向けパンフレット作成
　3,100部
・新採向けパンフレット作成
　6,500部

・掲載内容を更新し、パンフ
レットの配布を行う。
・利用実態等を調査・検討し、
効果的な情報発信のあり方を
検討する。

・前年度の検討
結果を踏まえた
取組を行う。

継続

講習会の実施等により、メンタ
ルヘルス対策の充実を図る。

・計2回実施
・計662名参加
・テーマはうつ病とメンタルヘ
ルス不調者への気づき・対応
法

健
康
づ
く
り
・
疾
病
予
防
支
援

1

・こころの健康チェック＆ア
ドバイス（都共済ストレス
チェック）の利用促進
・メンタルヘルス対策講習
会の実施

講習会の実施等により、メンタ
ルヘルス対策の充実を図る。

心の健康づくりの理解・対
応力向上

・計2回実施
・計542名参加
・テーマはメンタルヘルス不調
者の困難事例の対応とストレ
スチェック集団分析を生かした
参加型職場慣行改善の進め
方

実施回数0回　参加者数0人
コロナ禍で、クラスター防止を
図り実施を見送った。

4
7

メンタルヘルス対策

こころの健康チェック＆アドバ
イス（都共済ストレスチェック）
の提供やメンタルヘルス対策
講習会の開催等。

継続
講習会の実施等により、メンタ
ルヘルス対策の充実を図る。

継続
講習会の実施等により、メンタ
ルヘルス対策の充実を図る。

特
定
健
診
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令和３年度　

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画

実施状況 今後の計画

区分

注1)

事
業
分
類

事業名 事業の目的および概要

注2)

 実
施
 主
体

令和元年度（平成31年度）
令和４年度 平成５年度

目標（達成時期：令和５年度末）

令和２年度
アウトプット アウトカム

平成30年度

15 保健事業の取組状況（STEP3）

注１） １．健康診査 ２．健康診査後の通知 ３．保健指導 ４．健康教育 ５．健康相談 ６．訪問指導 ７．その他 注 ２） １．共済組合 ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用 ３．共済組合と事業主との共同事業

1 人間ドック利用助成

特定健診や事業主の定期健
診による健康管理を補完す
る。がんの早期発見・早期治
療を促進する。

1 受診の促進 受診者の健康改善・維持

・節目ドック(45、50歳対象)を
引き続き実施する。
・女性ドックキャンペーン及び
ペア割キャンペーンを引き続
き実施する。

・人間ドック受診者数
一般：13,787人（13,504）
節目：1,313人（1,607人）
永年：1,734人（1,483人）
合計：13,834人（16,594人）
【年度末時点（前年実績）】

・節目ドック(45、50歳対象)を
引き続き実施する。
・女性ドックキャンペーン及び
ペア割キャンペーンを引き続
き実施する。

・人間ドック受診者数
一般：13,403人（13,787人）
節目：1,328人（1,313人）
永年：1,798人（1,734人）
合計：16,529人（16,834人）
【年度末時点（前年実績）】

・節目ドック(45、50歳対象)を
引き続き実施する。
・女性ドックキャンペーン及び
ペア割キャンペーンを引き続
き実施する。

・人間ドック受診者数
一般：8,888人（13,403人）
節目：996人（1,328人）
永年：1,146人（1,798人）
合計：11,030人（16,529人）
【令和3年1月末時点（前年同
月実績）】

・節目ドック(45、50歳対象)を
引き続き実施する。
・女性ドックキャンペーン及び
ペア割キャンペーンを引き続
き実施する。

継続 継続

4
非肥満リスク保有者に
対する対応

特定保健指導の対象とならな
い非肥満でリスクを保有する
者への受診勧奨

3 受診の促進
・対象職場の非肥満のリス
ク保有者の減少

事業主と連携・協力し、非肥
満のリスク保有者へ受診勧奨
等を行う。

・対象
血糖値のリスク保持者
HbA1ｃ6.5％以上の88名
（知事部、水道局、下水道局、
被扶養者）
・内容
個別の健診結果通知と共に受
診行動につながるリーフレット
を自宅送付。
アンケートを同封し効果測定
実施

事業主と連携・協力し、非肥
満のリスク保有者へ受診勧奨
等を行う。

・対象
血中脂質リスク保持者
中性脂肪1000以上及びLDLコ
レステロール200以上の166名
（知事部、水道局、下水道局、
被扶養者）
・内容
個別の健診結果通知と共に
受診行動につながるリーフ
レットを自宅送付。
アンケートを同封し効果測定
実施

事業主と連携・協力し、非肥
満のリスク保有者へ受診勧奨
等を行う。

・対象
血圧リスク保有者
血圧160/1００ｍｍＨｇ以上か
つHbA1ｃ5.6％以上の113名
（知事部、水道局、下水道局、
被扶養者）
・内容
個別の健診結果通知と共に受
診行動につながるリーフレット
を自宅送付。
アンケートを同封し効果測定
実施

事業廃止 ー ー

3
4
6

血糖値対策（糖尿病
予防・重症化抑制）

特定健診結果から生活習慣
病有所見者の状況をみると、
血糖に関して有所見者（保健
指導判定値以上）の割合が全
国（健康保険組合）より高い結
果であった。このことから、糖
尿病の発症予防及び重症化
予防に取り組む。

1,3 血糖値対策事業の推進 糖尿病有所見者の減少

・糖尿病予防の情報提供強化
・糖尿病予防講座の実施
・特定保健指導の実施
・非肥満の糖尿病未治療者へ
の受診勧奨
・シティ・ホール診療所との連
携強化

・共済だより11月号に糖尿病
予防の特集記事を掲載。
・糖尿病予防講座を実施（2
回）
・ハイリスク値該当者に個別通
知による受診勧奨を実施（88
名）
・シティ・ホール診療所の案内
チラシを作成し、特定健診結果
通知書に同封。また、特定保
健指導にて活用。

・糖尿病予防の情報提供強化
・糖尿病予防講座の実施
・特定保健指導の実施
・非肥満の糖尿病未治療者へ
の受診勧奨
・シティ・ホール診療所との連
携強化

・任命権者連絡会にて糖尿病
予防の講演会を開催。その内
容を共済だより11月号に特集
記事として掲載し、組合員等
に広く周知した。　　　　　　　　・
糖尿病予防講座を実施（2回）
・シティ・ホール診療所の案内
チラシを作成し、特定健診結
果通知書に同封。また、特定
保健指導にて活用。

・糖尿病予防の情報提供強化
・糖尿病予防講座の実施
・特定保健指導の実施
・非肥満の糖尿病未治療者へ
の受診勧奨
・シティ・ホール診療所との連
携強化

・共済だより11月号の特集記
事に、糖尿病を含む生活習慣
病予防を掲載し、組合員等へ
健康行動への意識付けを行っ
た。
・シティ・ホール診療所の案内
チラシを作成し、特定健診結
果通知書に同封しPRを図っ
た。
・特定保健指導時にシテイ・
ホール診療所の受診案内を実
施。

・糖尿病予防の情報提供強化
・糖尿病予防講座の実施
・特定保健指導の実施
・シティ・ホール診療所との連
携強化
・糖尿病性腎症等の重症化予
防の取組の検討

継続 継続

4
7

がん対策の推進

働き盛り世代の主要な死亡原
因であるがんについて、正し
い知識や予防法等の情報発
信を行う。また、がんリスクの
低減を目指し、禁煙支援を実
施する。

1
任命権者連絡会やチラシ
等による情報提供と啓発

がん予防に取り組む組合
員の増加（がん検診受診
率の向上・喫煙率の減少
等）

・任命権者連絡会や専門講師
派遣を通じた情報提供
・たばこ、禁煙外来に関する
啓発チラシの作成・配布

・任命権者連絡会での講演実
施
・任命権者に対するがん検診
実施状況調査の実施
・専門講師派遣事業の活用
　禁煙講習会　13件
　歯と口の健康セミナー
　（3テーマ）　26件
・組合員向け禁煙啓発チラシ
の作成　25,000枚

・任命権者連絡会や専門講師
派遣を通じた情報提供
・たばこ、禁煙外来に関する
啓発チラシの作成・配布
・広報紙を活用した、正しいが
ん情報の発信

・任命権者に対するがん検診
実施状況調査の実施
・専門講師派遣事業の活用
　禁煙講習会　13件
　歯と口の健康セミナー
　（3テーマ）　24件
・組合員向け禁煙啓発チラシ
の作成　25,000枚
・共済だより（がん予防・禁煙
外来・受動喫煙）による情報
発信

・任命権者連絡会や専門講師
派遣を通じた情報提供
・たばこ、禁煙外来に関する
啓発チラシの作成・配布
・広報紙を活用した、正しいが
ん情報の発信

・任命権者に対するがん検診
実施状況調査の実施（ﾃﾞｰﾀﾍﾙ
ｽ計画調査）
・専門講師派遣事業の活用
　禁煙・受動喫煙対策講習会1
件
　歯と口の健康セミナー
（3テーマ）　5件
・医療費分析のテーマ分析を
「がん」とし、組合員等のがん
医療費等の実態を把握・分析
・組合員向け禁煙啓発チラシ
の配布、チラシデータの配信
・共済だより（世界禁煙デー・
新型コロナの重症化リスク）に
よる情報発信
・都共済HPを活用しての情報
発信（講師解説付き動画・が
ん情報サイトの紹介）

・令和2年度の医療費分析
（テーマ分析（がん））の結果を
情報発信
・令和2年がん検診実施状況
調査（ﾃﾞｰﾀﾍﾙｽ計画現況調
査）の結果を踏まえた更なる
実態調査等を実施し、取組の
方向性を検討
・任命権者連絡会や専門講師
派遣を通じた情報提供
・たばこ、禁煙外来に関する
啓発チラシの作成・配布
・都共済HP等を活用したがん
情報の発信

・がん対策の取
組案を策定
・任命権者連絡
会や専門講師
派遣を通じた情
報提供の実施
・たばこ、禁煙
外来に関する啓
発チラシの作
成・配布
・都共済HP等を
活用した正しい
がん情報の発
信

・前年度までの
検討を踏まえた
がん対策の取組
を実施
・任命権者連絡
会や専門講師派
遣を通じた情報
提供の実施
・たばこ、禁煙外
来に関する啓発
チラシの作成・
配布
・都共済HP等を
活用した正しい
がん情報の発信

7 医療費通知

医療保険給付の適正化
医療費や健康に対する理解を
深めてもらうため、世帯医療
費を通知する。

1 通知の配布（2回／年）
・医療費の節減
・健康意識の向上

・医療費控除の際に使用でき
ることや留意点等について周
知を図る。また、通知の見方
についてもよりわかりやすく周
知していく。

・通知を2回配布
　　7月（107,912件）
　　1月（116,301件）
・通知の見方や医療費控除の
際に使用できること等につい
て、通知の裏面や封筒に明記
するとともに、共済だより7月
号及び1月号にも記事を掲載

・医療費控除の際に使用でき
ることや留意点等について周
知を図る。また、通知の見方
についてもよりわかりやすく周
知していく。

・通知を2回配布
　　7月（107,140件）
　　1月（116,372件）
・通知の見方を工夫するととも
に、医療費控除の利用に際し
ての留意点等について周知し
た。
　　周知方法：通知の裏面や
封筒に明記、共済だより7月
号及び1月号に記事掲載、ＨＰ
へＱ&A掲載

・医療費控除の際に使用でき
ることや留意点等について周
知を図る。また、通知の見方
についてもよりわかりやすく周
知していく。

・通知を2回配布
　　9月（111,125件）
　　2月（115,899件）
・通知の見方を工夫するととも
に、医療費控除の利用に際し
ての留意点等について周知し
た。
　　周知方法：通知の裏面や
封筒に明記、共済だより9月号
及び1月号に記事掲載、ＨＰへ
Ｑ&A掲載

・医療費控除の際に使用でき
ることや留意点等について周
知を図る。また、通知の見方
についてもよりわかりやすく周
知していく。

継続 継続

7
後発医薬品切替差額
通知

医療保険給付の適正化
患者負担の軽減及び医療保
険財政の改善のため、切替差
額通知による普及啓発を行
う。

1

・差額通知の配布（１回／
年）
・後発医薬品への切替促
進

薬剤費の節減
広報紙［共済だより（7月・1
月）］によりＰＲの充実を図る。

・通知を配布
　　2月（12,021人）
・共済だより7月号及び11月号
で利用促進に関する記事を掲
載。また、3月号では学識者へ
のインタビュー特集記事を掲
載

広報紙［共済だより（7月・1
月）］によりＰＲの充実を図る。

・通知配布
　　　8月（12,065人）
・効果測定実施　30年度通知
分は翌年度同月比較、31年
度通知分は通知配付後二月
分比較
・共済だより7月号及び11月号
で利用促進に関する記事を掲
載。

広報紙［共済だより（7月・1
月）］によりＰＲの充実を図る。

・通知配布
　9月下旬（12,000人）（4月及
び5月受診分）
・効果測定実施
　通知配付後、10月及び11月
受診分と比較
・共済だより9月号及び3月号
で利用促進に関する記事掲載

・ＰＲの充実を図る。
　都共済NEWS（8月）
　広報紙［共済だより（9月・3
月）］

継続 継続
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16 まとめ

■中間評価のまとめ

○ 平成30年度医療費分析の結果から、疾病大分類別一人当たり医療費では「新生物」、「循環器系の
疾患」の医療費が特に高く、平成28年度と傾向は変わらないものの、一人当たり医療費は平成28年
度より減少している。また、生活習慣病については男性組合員は「高血圧性疾患」「糖尿病」が高く、
女性組合員は「乳房の悪性新生物」が高い。対策の方向性として、特定健診・特定保健指導、人間
ドックを主軸とした生活習慣病対策を引き続き推進していく。

〇 特定健診・特定保健指導の実施状況を見ると、特定健診受診率は平成31年度86.4％であり、組合
員、被扶養者とも平成28年度より増加している。被扶養者の特定健診受診率は平成31年度49.1％で
あり、広報やインセンティブの充実により受診率向上を図っていく。また、特定保健指導の実施率は、
平成24年度をピークとして減少傾向にあったが、平成30年度より微増した。ICTによる特定保健指導
の拡大等実施率向上に向けたさらなる取組の検討が必要である。

〇 生活習慣病の有所見者の割合を見ると、血糖検査（HbA1c）の保健指導判定値以上者の割合が全
国より高い。糖尿病予防の情報提供の強化及び重症化予防を含めた糖尿病対策の推進が必要である。

〇 悪性新生物の受診者数を部位別で見ると、乳房の悪性新生物の受診者数が最も多く、次いで大腸、
胃の悪性新生物の受診者が多い。これらがんの早期発見にがん検診が有効であるため、女性ドック
キャンペーン等、女性ドックをはじめ人間ドックの利用拡大を図っていく。

〇 生活習慣の状況では、喫煙率は年々減少しているが、運動習慣がある者の割合は、平成30年度で
27.4％と3割に満たない状況で、休養に関しては改善の傾向が見られる。健康寿命の延伸のためには、
一人ひとりが生涯にわたる健康習慣を身に付けることが重要である。 情報提供の強化、事業主との協
働（コラボヘルス）により、さらなる保健事業の推進を図る必要がある。
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